
事業事前評価表 
１．案件名 

スーダン国フロントライン母子保健強化プロジェクト 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、北部スーダンの高い乳幼児及び妊産婦死亡率の低減に向けて、連邦

及び州の保健行政とコミュニティの最前線で活動する村落助産師（Village Midwife：VMW）

の能力強化、さらには個々の VMW レベル及び州レベルのネットワークを強化し、地域に

良質の母子保健サービスが継続的に提供される体制を構築することを目的として実施する。

具体的手段として、次のアプローチを取る。まず、中央の連邦保健省（FMOH）及びパ

イロット州の保健省（SMOH）をカウンターパートに、これまで妊産婦ケアを担ってきた

VMW を、予防接種を含めた母子保健課題に取り組む人材として再教育し、コミュニティ

レベルの母子に対する継続ケアを提供する体制をパイロット州内で構築する（アウトプッ

ト２）。同時に、この取り組みを中央及び地方の保健行政であるFMOH、SMOH が適切にス

ーパーバイズし、モニタリングするための能力強化と体制作りを行う（アウトプット１）。

また、北部スーダン諸州間及び諸州と母子保健分野の開発パートナー（主に WHO、UNFPA、

UNICEF）ら関係機関とのネットワークを通じてこれらのアウトプットを共有し、パイロッ

ト州外へ普及するためのコミュニケーションメカニズムを構築する（アウトプット３）。 

パイロット州には、地方保健行政の現有キャパシティ、地域の保健指標、安全状況等を

考慮のうえ、首都ハルツームから南東約 400km に位置するセナル州（人口約 140 万人）を

選定し、他州への裨益を見据えて、プロジェクト期間内では州内でのモデル構築に重点を

置いたアプローチを取る。 

プロジェクトの実施体制については、３名の主たる専門家を投入する計画である。１名

は FMOH に駐在し、FMOH 内及びドナーら関係機関との調整能力も含めた母子保健行政能

力の強化を担うリーダー格の専門家、他の２名は SMOH を拠点として、新たな VMW 育成・

再教育システムの開発と州行政の能力強化、さらには新システムに沿った研修実施及び実

施後のフォローを現場で進める専門家となる。FMOH 専門家については、母子保健の知見

に加えて途上国政府においてマネジメント分野の支援経験を持つ人材を、SMOH 専門家に

ついては、助産師ないしは保健師資格を有し、研修運営やコミュニティでの IEC 活動を担

うことができる人材を確保することを想定している。 

 

（２）協力期間 

３年間（2008 年６月～2011 年５月を予定） 

 

（３）協力総額（日本側） 

約 2.8 億円 

 

（４）協力相手先機関 

スーダン連邦保健省（FMOH）、セナル州保健省（SMOH） 

 

（５）国内支援機関 

なし 



 

（６）裨益対象者及び規模 

直接裨益者：FMOH、SMOH の職員及びセナル州の VMW（約 650 名） 

間接裨益者：セナル州の母子約 26 万人（北部スーダン 15 州の母子約 600 万人） 

３．協力の必要性・位置づけ 

（１）現状及び問題点 

スーダン国は、1983 年以降、政府と反政府勢力であるスーダン人民解放戦線（SPLM）

の間で長い内戦が続いたが、2005 年１月に南北包括和平合意（CPA）が成立し、復興に向

けた取り組みが開始された。北部スーダン地域の大半は、内戦において直接の戦火は免れた

ものの、その保健水準は低く、特に母子保健指標については、2007 年で妊産婦死亡率 590/10

万、乳児死亡率 62/1,000、5 歳以下死亡率 90/1,000 と低い水準にとどまっている。 

FMOH は、“Health Sector Strategy 2007-11”において母子保健改善を最優先課題として位

置づけ、2005 年には“Sudan National Reproductive Health Policy”を策定して、保健システ

ム強化と併せた母子保健サービス提供強化のための施策を実施しており、UNFPA、

UNICEF、WHO を中心とする開発パートナーも母子保健分野の政策支援や保健人材育成の

ための資金供与等の協力を実施しているが、妊産婦ケアにおける「３つの遅れ1」に起因す

る問題をはじめ、特に地方部の母子保健状況は依然劣悪な状況にある。 

2006 年に、北部スーダンを管轄するスーダン連邦政府は2、地域の妊産婦救急医療を主に

ハード面から強化する案件として本件を要請したが、2007 年９月に JICA が実施した予備

調査及び 12 月に実施した事前評価調査において、コミュニティ住民が保健サービスにアク

セスできていない（保健システムの枠外に取り残されている）状況がボトルネックとして

確認された。そのうえで、同国で活動する 19,000 人の VMW が、コミュニティと保健シス

テムとのつなぎ役として機能し得る数少ないヘルスワーカーであること、その一方、VMW
向けの研修体制や施設・機材整備は、政府とドナーにより一部行われているが散発的であ

り、FMOH と SMOH によるスーパービジョン体制の脆弱さも含め、システムとして機能す

るには至っていないこと、また、州同士、VMW 同士、さらには立場を超えたアクター同

士の恒常的なコミュニケーションメカニズムがなく、各アクターの問題意識や経験が共有

されにくい構造にあることが問題点として確認された。 

政府は、VMW の活動を妊産婦ケアに限定せず、PHC の一部サービスを含めた地域での

母子保健向上の担い手として育成・再教育する方針を有していることも確認されたことか

ら、本プロジェクトにおいてはこの政府の方針に沿う形で、VMW の能力強化と、これを

支える行政・制度等保健システムの強化を支援する方向性を合意した。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

UNFPA、UNICEF、WHO の支援を得て、2005 年に連邦政府が作成した“Sudan National 
Reproductive Health Policy”においては、以下の５点が優先分野として位置づけられている。

本件の取り組みは、①に焦点を当てたものである。 

①安全な妊娠に焦点を当てた母性の保護 

②家族計画の推進 

                                                        
1 ①産科合併症の発見と、医療機関の受診を決定するまでの遅れ（家庭・コミュニティの知識不足）、②適切な病院に到着する

aまでの遅れ（交通インフラと移動手段の不足）、③院内で適切なケアを受けるまでの遅れ（ケアの質不足）を指す。 
2 CPA に際してスーダン南部 10 州から南部スーダン政府が発足して以降、スーダン南部の行政は事実上連邦政府から切り離 

aされた形で行われている。 



 

③VCT（Voluntary Counseling and Treatment）に焦点を当てた STIs（性感染症）と HIV/エイ

ズ対策 

④青少年のリプロダクティブヘルスの推進 

⑤FGM/C に焦点を当てた有害な伝統的風習への対策 

政策実現のための具体的な方策として、以下の４点が掲げられている。本件の取り組み

は、③の実現を支援するものとなる。 

①リプロダクティブヘルスサ－ビスを提供する保健医療機関の新規建設とリハビリ 

②保健医療機関の医療機材と関連器具の充実 

③熟練した保健医療人材の養成：19,000 人の VMW の SBAs（Skilled Birth Attendants）への

アップグレイド 

④助産師養成学校のリハビリを通じた学校のキャパシティ向上と、教員スタッフの増強 

 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラム上の位置づ

け） 

我が国の対スーダン ODA 方針では、人間の安全保障の視点に立った平和の定着を支援

するため、「紛争被災民・社会再統合支援」と、「BHN 支援」を重点分野として位置づけて

いる。特に北部スーダンにおいては、首都圏とその他地方との地域格差の是正と安定を重

視している。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

目標：パイロット州において、PHC の担い手として強化・組織化された VMW を通じて、

継続的な母子保健サービスが提供される。 

指標：1 パイロット州で、VMW の介助による出産数が継続的に増加する。 

2 パイロット州の３次病院での出産数が減少する。 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

目標：パイロット州の母子の死亡率が減少する。 

指標：1 パイロット州の妊産婦死亡率が減少する。 

2 パイロット州の新生児死亡率、乳幼児死亡率が減少する。 

 

（２）アウトプットと活動 

①アウトプット、そのための活動、指標・目標値 

アウトプット１：母子保健サービス提供のための FMOH と SMOH の行政能力と VMW
に関する制度が強化される。 

 

＜活動＞ 

1-1 FMOH と SMOH は、PHC 強化の観点を踏まえた VMW の再教育（in-service）制度の

整備と、基礎教育（pre-service）制度のレビューと見直しを行う。 

1-2 FMOH と SMOH は、養成学校と連携して VMW のモニタリング・評価メカニズムの

レビューと見直しを行う。 

1-3 FMOH と SMOH は、VMW 活動に関する諸制度（採用計画、研修・資格の認証、給



 

与支給等待遇改善）のレビューと見直しを行う。 

1-4 1-1～1-3 の活動を踏まえ、FMOH は開発パートナーを含む“Technical Working Group”
と協調のうえ、VMW 活動に関する政策・ガイドラインを PHC 強化の観点からレビ

ューし、見直す。 

1-5 FMOH は、VMW 活動強化のために、VMW 活動に関する政策・ガイドラインに沿っ

た SMOH へのスーパービジョンの体制を整備する。 

 

＜指標＞ 

1-1 Technical Working Group 会合の開催回数が増加する。 

1-2 強化された VMW 制度を含む政策・ガイドラインが作成される。 

1-3 FMOH と SMOH の能力アセスメントのスコアが上昇する。 

 

アウトプット２：パイロット州において、PHC の担い手として強化・組織化された VMW
あを通じて母子保健サービスが提供される。 

 

＜活動＞ 

2-1 SMOH は、VMW の配置図作成及び現有能力のアセスメントを実施し、ベースライン

情報として活用する。 

2-2 SMOH は、FMOH の支援を受け、PHC 強化の観点を踏まえた新たな VMW の再教育

を導入する〔必要に応じ、緊急産科・周産期ケア（EmONC）と小児疾患の統合的管

理（IMCI）も含める〕。 

2-2-1 アセスメントの結果を踏まえ、VMW が担う PHC サービスの範囲を明確化する。

2-2-2 範囲が明確化された PHC サービスを加えた VMW の再研修カリキュラムを策定

する。 

2-2-3 カリキュラムに沿った研修教材を開発する。 

2-2-4 助産師養成校教員に対する TOT 研修を実施する。 

2-2-5 VMW に対する再研修を実施する。 

2-3 FMOH と SMOH は、地域の実情を踏まえた VMW の基礎教育を継続して実施する。

2-3-1 現行の基礎教育カリキュラムのレビューを行う。 

2-3-2 必要に応じ、カリキュラム及び教材の改訂を行う。 

2-3-3 必要に応じ、助産師養成校教員に対する TOT 研修を実施する。 

2-3-4 再教育環境のリハビリテーションと必要な機材調達を行う。 

2-3-5 VMW に対する基礎教育の実施を支援する。 

2-4 パイロット州内の住民に対し、VMW を通じた母子保健に係る啓発活動を行う。 

2-4-1 再研修または基礎教育での学習をもとに、VMW の担当地域内住民に対する啓発

活動の計画立案を支援する。 

2-4-2 既存の IEC 教材を活用して、もしくは住民ニーズに合わせて、IEC 教材を作成す

る。 

2-4-3 作成した IEC 教材を用いて、母子保健に係る啓発活動を、地域の男性、コミュ

ニティリーダーらに対して戦略的に実施する。 

2-5 SMOH、特に Health Visitor（HV）と Assistant Health Visitor（AHV）は、継続的なス

ーパーバイズを通じて、VMW の能力開発を支援する。 

2-5-1 HV と AHV の配置状況と VMW に対するスーパーバイズ活動（訪問回数、内容）



 

の実態調査を行う。 

2-5-2 HV と AHV に対し、新たな VMW 育成・再教育カリキュラムについての説明会

を行う。 

2-5-3 HV と AHV が VMW を定期的にスーパーバイズするための体制を考案する。 

2-5-4 SMOH 内の合意を経て、スーパービジョン活動を実施に移す。 

2-6 SMOH は、VMW 間の経験共有とネットワーク形成のための定期会合を開催する。 

2-6-1 現在の SMOH と VMW 間の連絡体制とコミュニケーション頻度の検証。 

2-6-2 検証を踏まえた定期的な連絡体制の提案（定期会合の開催等）。 

2-6-3 省内の合意を得て、2-6-2 を実行に移す。 

 

＜指標＞ 

2-1 再教育研修、基礎研修を修了した VMW の数。 

2-2 SMOH（HV, AHV を含む）による VMW 指導のための訪問回数が増加する。 

2-3 パイロット州において、住民が VMW のサービスを利用する頻度が増加する。 

 

アウトプット３：北部ス－ダン諸州と関係機関との間のネットワ－クが強化され、母子

保健に関する情報・経験の交換が活発に行われる。 

 

＜活動＞ 

3-1 SMOH は、地域展開に向けて、州内で実施した VMW の活動強化の取り組みを FMOH
と開発パートナー等関係機関に提示する。 

3-1-1 州内で実施した VMW 活動の実績を取りまとめる。 

3-1-2 取りまとめた実績を進捗報告書や事例集、ニューズレター等に加工し、広報する。

3-1-3 取りまとめた実績をもとに、TWG や bi-annual 会合等の場で報告する。 

3-2 FMOH は、現場の母子保健課題を協議するため、開発パートナー等関係機関を集め

た会議を、年２回を目処に開催する。 

3-3 FMOH は、パイロット州での取り組みと、各州間の母子保健活動の共有のため、州

同士の定期的なサイト訪問を企画・実施する。 

3-4 FMOH は、プロジェクトで作成した政策・ガイドラインを認定し、各州及び開発パあ

ートナー等関係機関に配布する。 

 

＜指標＞ 

3-1 プロジェクトによる広報の回数。 

3-2 州及び関係機関間の定期会合と相互訪問の回数が増加する。 

 

（３）投入（インプット） 

①日本側 

・専門家：総括、副総括／母子保健、研修計画、IEC/BCC、コミュニティ強化他 

・研修：日本及び／または第三国における技術研修 

・機材：プロジェクト実施に必要な車輌 

・ 在外事業強化費：人材の基礎教育・再教育、研修施設改修、研修用機材、VMW の活

動に必要な機材等、プロジェクト運営に必要な費用の一部 
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②スーダン側 

・人材の投入：カウンターパート及び事務職員の配置 

・連邦保健省と州保健省内での専門家執務場所／プロジェクトオフィスの提供 

・パイロット州での専門家宿舎の手配（ただし費用は JICA が負担） 

・在外事業強化費：人材の基礎教育・再教育、研修施設改修、研修用機材、VMW の活

動に必要な機材等、プロジェクト運営に必要な費用 

③外部要因（満たされるべき外部条件） 

・国家の保健政策に大きな変更が生じない。 

・政府が継続的な予算措置を行う。 

・強化・組織化された VMW が地域に定着し、活動を継続する。 

・本プロジェクトに対する、スーダン側及び開発パートナーの協力姿勢が変化しない。

・対象地域の治安が維持される。 

 

５．評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

本案件は以下の理由により妥当性が高いと判断される。 

・2007 年に策定された保健セクター戦略の中で、「母親及び子供の健康の向上」は８つの

重点課題の１つとして位置づけられている。また、2005 年に作成された“Sudan National 
Reproductive Health Policy”でも、「安全な妊娠に焦点を当てた母性の保護」を重点項目

に掲げており、熟練した保健人材の養成に向け、現在 19,000 人の VMW を SBAs へアッ

プグレイドさせることを具体的方策としている。これらのことから、VMW の教育に焦

点を当てた本プロジェクトの活動は北部スーダンの保健政策と合致している。 

・我が国のスーダン国への援助重点分野「BHN 支援」の中に保健医療への協力が含まれて

いる。特に、北部スーダンにおいては、地域格差の是正を重視した協力展開を行ってお

り、地方部での良質な母子保健サービスの提供を目指す本件の方向性は、この方針に合

致している。 

・パイロット州であるセナル州（人口およそ 140 万）は、首都ハルツームより 400km 南東

（車で 5.5 時間ほど）に位置する貧困州であり、JICA が活動可能な北部諸州の中でも母

子保健指標は最低の水準にある一方、他の開発パートナーの支援は入っていない。一方、

同州の保健行政のオーナーシップは高く、過去に医療保険制度の試行導入に成功し、以

降の全国展開のきっかけを作った実績を有しており、本件のようなパイロット型支援に

対する意欲も非常に高い。以上のことから、ターゲット選定の妥当性は認められる。 

 

（２）有効性 

本案件は以下の理由により有効性が認められる。 

・安全な母子保健サービスを提供する人材として、コミュニティの中から選抜され、住民

に最も近い位置で活動する VMW の強化にフォーカスすることは、保健医療施設間の距

離が大きく、自宅分娩の多いスーダンにおいては有効なアプローチといえる。そのため

の行政能力強化、VMW の能力強化、他州から経験のフィードバックという３つのアウ

トプットを通じ、プロジェクト目標は達せられるものと見込まれる。 

・プロジェクト目標の指標については、VMW によるお産の介助数の継続的な増加に加え

て、州内３次医療機関での出産数の減少が掲げられている。現在、州内の３次医療機関
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は、２次以上の医療機関の機能不全により、慢性的な混雑状態にあるが、本件を通じ

末端レベルの母子保健サービスが向上し、適切な自宅分娩介助や感染症予防がなされる

ことで、人々の VMW の技量への不信感が払拭され、３次医療機関への負荷も軽減する

ことが予想できることから、適切な設定といえる。 

・なお、これらの指標は、VMW の日常業務として義務づけられている記録及び３次医療

機関の受入記録を通じて容易に収集・分析することが可能であり、指標の入手手段から

も妥当と判断できる。 

 

（３）効率性 

本案件は以下の理由により効率的な実施が見込まれる。 

・政府が掲げる「１村１VMW」の目標の下、既に北部スーダン全域で 19,000 名の VMW
の養成が終わっており、パイロット州となるセナル州でも 651 名が活動を展開している。

本案件は、このように既存の政府人材を活性化し、有効活用することを機軸に置いた効

率性の高い取り組みであるといえる。 

・本案件では、プロジェクト前半から、同じアラブ圏で実施されている JICA の母子保健

プロジェクトとのネットワーキングを生かして技術交換を行う計画にしており（ヨルダ

ン、パレスチナ、シリア、アフガニスタン等）、JICA の技術協力プロジェクトを初めて

実施するスーダン国 FMOH、SMOH にとって、他国事業の教訓と他国政府関係者・プロ

ジェクト専門家からの助言を得られることで、一層効率的なプロジェクト運営が可能に

なることが想定される。 

・本案件は、FMOH、SMOH 及びセナル州の VMW 約 800 名を介入のターゲットとしてい

るが、セナル州内の母子約 26 万人、さらに本案件のモデルが他州で有効活用されること

で、中・長期的には北部スーダン全域で約 600 万人の母子が本件を通じて裨益する可能

性が見込まれる。本件を通じて強化される、州間及び開発パートナーとのネットワーク

メカニズムが機能することで、効率的、効果的な形でパイロット州での成果を国内に普

及する可能性が期待できる。 

 

（４）インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

・上位目標である、妊産婦及び新生児・乳幼児死亡率の減少については、これらの指標自

体、保健以外の課題も含めた複合的要因により増減するものであることは理解しつつも、

最低限の産前産後ケアさえ十分に提供されていない妊産婦と、理解度が低いコミュニテ

ィに対し、能力を強化された VMW を通じた介入活動を強化することによって、相応の

改善は十分起こり得るものと判断される。 

・VMW は全国一律の職責の下に活動していることから、同国で初めて体系的な VMW の

再教育に取り組む本案件の成果が、他州においても受け入れられる可能性は高いと予想

される。また、アウトプット３に関連して他州との関係構築に資する活動が既に組み込

まれていることからも、セナル州１州に対する集中的な投入をもって、他州への面的な

波及を可能とするデザインがなされているといえる。 

・反面、他州との地域格差については懸念される負のインパクトといえる。Technical 
Working Group 等ナショナルレベルでプロジェクトの成果を共有する会合や、州間のスタ

ディビジットの開催を活動に組み込んでいるが、これらのメカニズムを生かして、パイ

ロット州のみで成果を完結させない事業とするよう留意が必要である。 



 

（５）自立発展性 

以下のとおり、本案件による効果は相手国政府によりプロジェクト終了後も継続される

ものと見込まれる。 

①政策面 

政府は、“Sudan National Reproductive Health Policy 2005”に沿い、VMW の能力向上の

ために養成校の入学条件の引き上げ（初等教育修了以上）、養成期間の延長（12 カ月か

ら 18 カ月へ）、ボランタリーベースだった VMW への供与支給の試験導入など（セナル

州でも 2008 年度中には開始される予定）、VMW を地域における母子保健サービス提供

の主体として明確に位置づける政策を実行に移している。地域の保健人材として VMW
に優る人材・制度は現状ではないことから、この政策動向は今後も強化・継続されるも

のと想定される。 

②財政面 

上述のとおり、政策において VMW の能力強化に関する項目は明記されており、継続

的な予算措置も期待できると想定される一方、セナル州に２校ある助産師訓練施設は老

朽化のため十分な機能を果たしていないなど、随所に慢性的な財政事情の厳しさが窺い

取れることも事実である。この意味で、財政面の自立発展性については、現時点では予

断を許さない状況にあり、保健省に配置する専門家を通じて、先方政府に対する継続的

な努力を促す一方、他の開発パートナー、他省庁との調整を通じた新たな財源の確保に

ついても、行政能力強化の一環として並行して支援する必要があると思われる。 

③技術面 

本件では、北部スーダンで既に広く導入されている VMW 制度と、FMOH、SMOH が

推進する既存の制度や手法を有効に活用あるいは強化することによって、行政の能力を

強化し、より良質な母子保健サービスを提供することを目指している。また、様々な研

修を行うにあたっても、FMOH、SMOH の既存の人材をできるだけ研修指導者として活

用するとともに、その能力強化も併せて進めていく計画である。これらは、プロジェク

ト終了後もスーダン側の方針に沿って定着し、他州へ普及させることが可能な技術と考

えられる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

貧困層の多い農村部では、適切な産科ケアを提供する施設が乏しいことに加え、FGM/C（女

性器切除）をはじめとする社会慣習や宗教上の理由から、女性のサービスへのアクセスが都市

部に比べて容易ではない。よって、本プロジェクトでは、母子に最も近い場所で活動する VMW
の能力強化と、女性の家族やコミュニティに対する保健教育や啓発活動を通じて、この問題の

緩和に資する取り組みを行う。なお、本件を通じた環境面への負の影響は想定していない。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

・バングラデシュの母子保健プロジェクトでは、再教育の成果を引き出すために、地域の保健

局が中心となって医療従事者に対する supportive supervision を行ったことが効果をもたらし

た。本プロジェクトにおいても地域保健行政の役割を重視し、保健サービス提供のフロント

ラインで働く VMW を継続的に支えるためのパイロット州保健省の能力強化（主として VMW
活動のモニタリングと、supportive supervision のメカニズム作り）を進める。 

・また、右プロジェクトでは、現場の情報が中央の保健家族福祉省に継続的にフィードバック



 

され、同省の政策やプログラムに適切に反映されたことも評価されている。本プロジェクト

においても、チーフアドバイザーを連邦保健省内に配置することで、パイロット州での取り

組みの好事例を中央へ吸い上げ、他州や開発パートナーと円滑に共有するとともに、同専門

家を通じて、州レベルでの活動を中央から効果的に支援する体制を作ることを目指した。 

・ヨルダンの人口家族計画・WID プロジェクトや、パレスチナでのリプロダクティブヘルスプ

ロジェクトでは、母子保健の向上には、行政による保健サービスデリバリーの改善と並行し

て、住民側の健康行動を変容させる活動の重要性が教訓として得られている。特に女性の行

動変容を促すうえで、男性、宗教リーダー、地域有力者らの巻き込みが重要とされているこ

とから、本プロジェクトでもこの教訓を参考に、住民レベルに対する働きかけを重視してい

く計画である。 

 

８．今後の評価計画 

中間評価：プロジェクト開始後１年半後を目処に実施 

終了時評価：プロジェクト終了６カ月前を目処に実施 

事後評価：事業終了３年後を目処に実施 

 

 




